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１．平成25年10月期の連結業績（平成24年11月１日～平成25年10月 31日） 
（１）連結経営成績                                                          （％表示は対前期増減率） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

25年 10月期 1,049 22.8 52 － 73 － 30 － 
24年 10月期 855 － △479 － △472 － △557 － 

（注） 包括利益       25年 10月期  41百万円（ －％）  24年10月期  △558百万円（ －％） 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

自己資本 
当期純利益率 

総 資 産 
経常利益率 

売 上 高 
営業利益率 

 円   銭 円   銭 ％ ％ ％ 

25年 10月期 19.62 19.11 2.4 4.8 5.0 
24年 10月期 △367.85 － △38.3 △26.3 △56.1 

（参考）持分法投資損益    25年10月期  －百万円  24年 10月期  －百万円 

（注）平成24年10月期より連結財務諸表を作成しているため、平成24年10月期の対前期増減率については記載しておりません。 

（２）連結財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円   銭 

25年 10月期 1,561 1,288 82.5 823.60 
24年 10月期 1,513 1,207 79.8 787.94 

（参考）自己資本       25年10月期 1,288百万円  24年10月期  1,207百万円 

 

（３）連結キャッシュ･フローの状況 

 
営業活動による 

キャッシュ･フロー 
投資活動による 

キャッシュ･フロー 
財務活動による 

キャッシュ･フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 

 百万円 百万円 百万円 百万円 

25年 10月期 3 △26 0 1,056 
24年 10月期 △266 △55 13 1,054 
 

２．配当の状況 

 
年間配当金 配当金総額 

（合計） 
配当性向 
（連結） 

純資産配当率 
（連結） 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期 末 合 計 

 円   銭 円   銭 円   銭 円   銭 円   銭 百万円 ％ ％ 
24年 10月期 － 0.00 － 0.00 0.00 0 － － 
25年 10月期 － 0.00 － 0.00 0.00 0 － － 

26年 10月期(予想) － 0.00 － 0.00 0.00   －  
 

３．平成26年10月期の連結業績予想（平成25年 11月１日～平成26年10月 31日） 
（％表示は、対前期増減率） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円   銭 

通  期 1,350 28.6 100 89.4 99 34.4 61 102.6 39.00 

（注）当社は年次で業績管理を行っているため、第２四半期（累計）の連結業績予想の記載を省略しております。詳細は、添付

資料Ｐ.２「１．経営成績・財政状態に関する分析（１）経営成績に関する分析」をご覧ください。 



 

は、上場会社各社の実情に応じて、開示対象項目や開示対象期間の追加又は削除、開示形式の変更を行うことが可能です。 

※ 注記事項 
（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ：無 
 新規 －社 (社名)  、除外 －社 (社名)  
（注）詳細は、添付資料P.７「２．企業集団の状況」をご覧下さい。 

 
（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ：有 
② ①以外の会計方針の変更 ：無 
③ 会計上の見積りの変更 ：有 
④ 修正再表示 ：無 
（注）「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」第 14 条の７（会計方針の変更を会計上の見積

りの変更と区別することが困難な場合）に該当するものであります。詳細は、添付資料Ｐ．18「４．連
結財務諸表（５）連結財務諸表に関する注記事項（会計方針の変更）」をご覧ください。 

 
（３）発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数(自己株式を含む) 25年10月期 1,564,000 株 24年10月期 1,532,800 株 

② 期末自己株式数 25年10月期 －株 24年10月期 －株 

③ 期中平均株式数 25年10月期 1,534,516 株 24年10月期 1,516,618 株 

 

    

（参考）個別業績の概要 

１．平成25年 10月期の個別業績（平成24年11月１日～平成25年10月 31日） 

（１）個別経営成績                                                          （％表示は対前期増減率） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

25年 10月期 1,049 22.8 55 － 76 － 32 － 
24年 10月期 855 △45.4 △486 － △479 － △558 － 

 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

  

 円   銭 円   銭   

25年 10月期 21.26 20.71   
24年 10月期 △368.17 －   

（２）個別財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円   銭 

25年 10月期 1,552 1,279 82.4 817.95 
24年 10月期 1,515 1,208 79.7 788.13 

（参考）自己資本       25年 10月期 1,279百万円  24年 10月期 1,208百万円 

 
については、上場会社各社の実情に応じて、開示対象項目や開示対象期間の追加又は削除、開示形式の変更を行うことが可能です。 

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続きの対象外であり、この決算短信の開示時点において、 
金融商品取引法に基づく連結財務諸表の監査手続きは終了しておりません。    

 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する 

一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因 
により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等について 
は、添付資料Ｐ.２「１．経営成績・財政状態に関する分析（１）経営成績に関する分析」をご覧ください。 
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  (1）経営成績に関する分析 

① 当期の経営成績   

当連結会計年度における当社グループを取り巻く環境としては、国内経済は緩やかに回復しつつある状況にあ

り、輸出の持ち直しや各種政策の効果が発現する中で景気回復の動きが確かなものとなりつつあります。またグロ

ーバルでは欧州の景気が下げ止まり、中国の景気拡大のテンポが安定化するなど弱い回復が続いているものの底堅

さも見られる状況にあります。 

当社グループの主要な事業領域である携帯電話端末市場においては、スマートフォンの市場規模が急激に拡大す

るなかで、海外携帯電話端末機器メーカー各社が国内市場・グローバル市場においてシェアを伸ばし、その中でも

中国携帯電話端末機器メーカー等が急激にシェアを拡大するなど大きな変化がおきております。 

この様な状況の中、当社グループとしては、グローバル市場における海外携帯電話端末機器メーカー各社への営

業活動を積極化させ、新規顧客の開拓や追加での案件獲得など成果を出してきております。 

情報家電分野では、特にデジタルカメラ市場に注力しておりますが、スマートフォンの急速な普及により主要タ

ーゲットであるコンパクトデジタルカメラの市場規模は縮小しております。このような状況のなか、他業界への展

開も視野に半導体メーカーに対する営業活動に注力してまいりました。 

ネットワークサービス分野では、当社グループ製品のサービス事業への展開を模索しており、当社グループの基

幹技術を用いたネットワークサービスのビジネスモデル構築に取り組んでおります。現時点では先行的な研究開発

投資を行っており、画像アノテーションの技術を引き続き開発しております。また画像共有のアプリケーション開

発と展開を行うなど、ネットワークサービスの試行にも取り組んでまいりました。 

以上の結果、当連結会計年度の売上高は期初の見通しをほぼ達成し、1,049,907千円（前連結会計年度比22.8％

増）となりました。 

  また売上原価および販売費及び一般管理費について、徹底したコスト管理を行うことで経費抑制に努め、新規投

資余力の拡大をしてきた結果、営業損益については52,789千円の利益（前連結会計年度は479,881千円の営業損

失）となりました。また経常損益については、直近の円安傾向により主として保有する外貨預金及び外貨建債権の

評価替による為替差益21,675千円を計上したことにより73,638千円の利益（前連結会計年度は472,719千円の経常

損失）となりました。当期純損益は30,104千円の利益（前連結会計年度は557,883千円の当期純損失）となり、当

連結会計年度は増収増益となりました なお、売上区分別の売上高は、次のとおりです。 

  

売上区分別売上高の内訳  

（注）上記の金額には消費税等は含んでおりません。 

  

１．経営成績・財政状態に関する分析

  第９期連結会計年度 第10期連結会計年度 

(自 平成23年11月１日 (自 平成24年11月１日 

至 平成24年10月31日） 至 平成25年10月31日） 

金額 
割合（％） 

金額 
割合（％） 

（千円） （千円） 

ロイヤリティ収入（千円）  730,145  85.4  833,053  79.3

サポート収入（千円）  45,659  5.3  122,900  11.7

開発収入（千円）  79,280  9.3  93,953  9.0

合計（千円）  855,085  100.0  1,049,907  100.0
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② 次期の見通し（自 平成25年11月１日 至 平成26年10月31日） 

昨今、カメラ等の撮影素子が高性能・高画素化し、加えて安価になっていることから、様々なデジタル機器に搭

載されるようになり利用用途は拡大しております。またスマートフォンの普及に伴い、世界的に携帯電話端末の大

画面、高画素化が進展したことで画像処理技術へのニーズが高まっております。当社グループでは特定のOSやデバ

イスに依存しない技術開発を行っていることから、収益獲得機会は確実に拡大しております。また当社グループの

主力領域である携帯電話端末機器分野では、スマートフォンの普及により、グローバル化が進み、携帯電話端末機

器メーカー間での競争の激化が急激な市場規模拡大とともに起きております。 

このような環境において次期につきましては、スマートフォンを中心に海外携帯電話端末機器への展開を加速化

させ成長を目指します。 

具体的には、携帯電話端末機器分野では引き続き海外携帯電話端末機器メーカー及び半導体メーカーへの営業活

動に取り組み、ロイヤリティ収入の伸長を目指してまいります。特にミドル・ローエンド向けの携帯電話端末機器

はこれからの成長が見込まれ、当社グループとしては積極的な活動を行うことで、これら市場での成長を目指して

まいります。実現にむけては、既に着手している既存技術のハードウェア化（記述言語化）にも引き続き取り組む

とともに、海外拠点整備や業務委託等による海外体制の充実を行ってまいります。 

他方ネットワークサービス分野では、特に国内市場においてカメラデバイスが様々なデジタル機器へ搭載される

ようになり、通信速度の高速化とクラウド化の進展も加わって、カメラ機能と通信機能を有した各種商品、システ

ム、サービスが普及してきており、事業機会が増大しています。当社グループでは、ネットワークサービスを提供

するサービス事業者に対して、必要なコア技術を提供することにより当該市場の収益機会の増大を目指します。 

またカメラ等の撮影素子が高性能・高画素化したことにより画像処理の領域は急激に各市場に広がっておりま

す。これら市場においても積極的な活動・投資を行っていくことで当社グループの組込製品の販売機会を拡大して

まいります。 

これら海外展開、ネットワークサービス市場、新たな組込市場といった幅広い市場に対して当社製品を提供する

ことにより、より一層の成長を目指してまいります。これらの実現にむけ当社グループでは、引き続き経費節減な

ど経営及び事業の合理化を図り、投資余力の創出に取り組んでまいります。その一環として本社の移転を予定して

おります。また投資としては、新たな技術領域における新規技術創出のための研究開発活動や顧客ニーズに合致し

た製品開発に取り組んでまいります。加えて、新規事業領域への多角的な営業活動にも取り組んでまいります。 

  

以上の結果、次期見通しの業績では、売上高1,350百万円（前連結会計年度比300百万円増）、営業利益100百万

円（前連結会計年度比47百万円増）、経常利益99百万円（前連結会計年度比25百万円増）、当期純利益61百万円

（前連結会計年度比30百万円増）の増収増益を予想しております。 

  

（次期の業績予想） 

上記の予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、不確定な要素を含んでおりま

す。実際の業績等は、様々な環境の変化等により予想数値と異なる場合があります。 

  

項目 金額（百万円） 増減額（百万円） 増減比（％） 

売上高  1,350  300  28.6

営業利益  100  47  89.4

経常利益  99  25  34.4

当期純利益  61  30  102.6

㈱モルフォ（3653） 平成25年10月期 決算短信(連結)

- 3 -



(2）財政状態に関する分析 

①資産、負債及び純資産の増減 

 当連結会計年度末における資産、負債及び純資産の状況は次のとおりであります。 

（資産）  

 流動資産合計は、 千円（前連結会計年度末比 千円増）となりました。これは、主として売掛金

が 千円増加した一方で、仕掛品が 千円減少したことによるものであります。 

 固定資産合計は、 千円（同 千円減）となりました。これは、主として、有形固定資産の減価償却に

よる減少 千円、無形固定資産の減価償却による減少 千円によるものであります。 

  以上の結果、資産合計は 千円（同 千円増）となりました。 

（負債） 

 流動負債合計は、 千円（前連結会計年度末比 千円増）となりました。これは、主として、買掛金が

千円、未払法人税等が 千円、前受金 千円それぞれ増加した一方で、未払金が 千円、未払費

用が 千円それぞれ減少したことによるものあります。 

 固定負債合計は、 千円（同 千円減）となりました。これは、主として、長期借入金が 千円減

少したことによるものであります。 

 以上の結果、負債合計は 千円（同 千円減）となりました。 

（純資産） 

 純資産合計は、 千円（前連結会計年度末比 千円増）となりました。これは、主として、新株予約

権の行使による新株の発行により資本金が 千円及び資本剰余金が 千円、当期純利益の計上により利益

剰余金が 千円それぞれ増加したことによるものであります。 

    

②キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、 千円（前連結会計年度末

比 千円増）となりました。なお、当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以

下のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果獲得した資金は、 千円（前連結会計年度は 千円の支出）となりました。これは主に

税金等調整前当期純利益が 千円、減価償却費が 千円、前受金の増加額が 千円、棚卸資産の減少

額が 千円となる一方で、売上債権の増加額が 千円、未払金の減少額が 千円、法人税等の支払

い額が 千円となったこと等によるものであります。  

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、 千円（前連結会計年度は 千円の支出）となりました。これは主

としてソフトウェア等の無形固定資産の取得による支出額が 千円、有形固定資産の取得による支出額が

千円、Morpho Korea, Inc.設立に伴う事務所保証金の支払い等による支出額が 千円となったこと等に

よるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  財務活動の結果獲得した資金は、 千円（前連結会計年度は 千円の収入）となりました。新株予約権の

行使に伴う新株の発行による収入額が 千円、借入金の返済による支出額が 千円となったこと等による

ものであります。 

  

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社グループは、株主に対する利益還元と同時に、財務体質及び競争力の強化を経営の重要課題として位置付け

ておりますが、これまで内部留保の充実を優先してきたため設立以来現在に至るまで配当等の利益還元を実施して

おりません。また、第9期においては大幅な当期純損失を計上したことから、今後は早期に累積損失の解消を目指

してまいります。累積損失の解消後は、今後の新たな事業展開に向けて、競争力を強化しつつ財務体質の改善を図

るため、将来の事業規模拡大に向けた更なる先行投資的な事業資金を捻出するために内部留保の充実を図りつつ、

財務バランスを考慮しながら、利益配当等の株主への利益還元策を検討してまいります。なお、現時点においては

配当実施時期等については未定であります。 

  

1,371,414 100,170

123,780 11,337

189,751 52,169

23,961 53,504

1,561,166 48,001

200,322 6,650

9,746 16,413 43,208 46,771

14,532

72,729 39,004 38,475

273,052 32,354

1,288,113 80,355

19,300 19,300

30,104

1,056,308

1,312

3,933 266,838

73,638 77,465 43,208

11,337 123,780 46,793

33,490

26,507 55,388

17,767

3,127 6,300

92 13,512

38,600 38,508
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(4）事業等のリスク 

以下において、当社グループの事業展開その他に関してリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を

記載しております。また、必ずしも事業上のリスクに該当しない事項についても、投資者の投資判断において重要

であると考えられる事項については、積極的に開示しております。 

但し、以下では当社グループの事業等に関するリスクを全て網羅するものではありませんのでご留意下さい。な

お、将来に関する事項は決算発表日（平成25年12月13日）現在において当社グループが判断したものであります。

  

（１） 新技術及び新製品の開発に関するリスクについて 

当社グループは、研究開発主導型のベンチャー企業であります。現在は携帯電話端末を中心とした技術及び製品

を開発し、新たな付加価値を提供することにより、当社グループの技術的な信頼性及び認知度を高めながら事業規

模の拡大に努めております。将来の成長は、技術的優位性の維持と、市場のニーズに適応した付加価値の高い製品

の開発に依存します。 

当社グループが属するソフトウェア業界は、常に新しい技術が誕生し、技術の陳腐化が早い事業環境にあり、直

近では携帯電話端末等ハード機器自体の変化や革新も急速に進行しているため、環境の変化に適応した革新的な技

術やサービス、事業環境の変化への適合が求められる業界であります。 

従いまして、急速な技術進歩に支えられた当業界においては、将来の成長可能性は常に不確実性を伴っておりま

す。 

当社グループでは、独自の画像処理技術を強みとして、新たな技術開発及び製品開発に取り組んでおりますが、

①想定以上の急激な技術革新や開発スピードの早期化、②市場ニーズに適応しない製品の投入、③新製品等の市場

への投入時期の遅れによる製品の陳腐化、④携帯電話端末等ハード機器の急激な技術革新に伴う市場ニーズの急変

等の事象が発生した場合には、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

  

（２） 収益構造について 

① 利用許諾契約について 

当社グループは、これまで培ったノウハウをもとに新技術を創出し実用的な製品を開発しております。現在は、

主要な顧客である通信事業者、携帯電話端末機器メーカー、半導体メーカー等に対して当該製品の利用を許諾する

ことによりロイヤリティ収入として売上高を計上しております。平成25年10月期のロイヤリティ収入は売上高全体

の79.3％と高い構成比となっております。 

現時点では、当社グループのソフトウェア製品は携帯電話端末市場において技術的優位性があり、高い競争力を

維持しているものと考えておりますが、競合製品の台頭や代替技術の出現により、製品又は技術が陳腐化した場合

には、収益の低下を招く可能性があります。また市場での大幅なシェア変動等が起った場合には、当社グループ製

品利用状況に変動が起こり、収益の低下を招く可能性があります。当該事象が顕在化した場合には、当社グループ

の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

② ロイヤリティ単価の変動について 

ロイヤリティ収入の価格設定方法は、当社グループの対価基準を元に、顧客との間で協議して設定した出荷数見

積と利用期間をもとに設定されます。対価の受け取り方法は、出荷数実績に応じて収受する方式と、ライセンス期

間にわたり一定の金額を収受する方法に大別されます。 

当社グループの属するソフトウェア業界では、急速な技術進歩により市場規模を拡大させてまいりましたが、最

近では事業環境は大きく変化しており、携帯電話端末機器メーカー各社及び通信事業者各社は端末原価の低減を図

ることにより競争力の維持を図っております。また、競争のグローバル化により、携帯電話端末機器メーカーの集

約化が進んでおり、価格交渉力が強くなってきている状況にあります。 

現時点では、当社グループの製品力強化及びラインナップ強化により、価格の維持と包括提案等による収益維持

を実現しておりますが、当社グループが市場ニーズに適応した新製品の開発又は既存製品の機能追加ができなかっ

た場合には、買手の交渉力が脅威となりロイヤリティ単価が低下し、当社グループの業績に影響を与える可能性が

あります。 
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（３） 知的財産権について 

当社グループは、画像処理技術を中核技術とする研究開発主導型のベンチャー企業であります。当社グループの

属するソフトウェア業界では、国内外大手電機メーカーや欧米IT・ソフトウェア企業等が様々な領域において特許

を取得しており、画像処理の分野においても一部では基本特許が取得されています。このような状況の中、当社グ

ループは既存の技術とは一線を画す新たな技術を創出し、他社に押さえられていない領域において積極的に知的財

産権を取得し、活用、維持をすすめていく方針であります。 

しかしながら、組込系ソフトウェアは、知的財産権として保護したとしても、当社グループ技術を模倣した類似

製品について権利侵害を特定することが困難であり、効果的に模倣を防止できない可能性があります。当該事象が

顕在化した場合には、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

  

（４） 業界の動向について 

当社主要市場である携帯電話端末市場では、スマートフォン化の進展により市場規模の拡大がおこり、競争のグ

ローバル化と携帯電話端末機器メーカーの集約が進み、各社とも今までにない積極的な技術開発と差別化への投資

を行っております。 

当社グループでは、これら海外携帯端末機器メーカーへの直接的アプローチに加え、海外の通信事業者や半導体

製造メーカー等を通じた関係強化により販売機会の拡大を目指しておりますが、当社グループが市場ニーズに適応

した新製品の開発又は既存製品の機能追加ができなかった場合には当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼ

す可能性があります。また新規事業としてネットワークサービス事業やその他組込事業への積極的な投資を行って

おりますが、いずれの業界においても競争のグローバル化と業界構造の継続的な変化が起こっております。 

これら業界動向に先駆け、当社グループとしては先進的な技術開発や販売活動をおこなっておりますが、当社グ

ループが十分に対応できない場合には、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

   

（５） 特定人物への依存について 

当社グループの創業者であり、代表取締役社長である平賀督基は、東京大学及び同大学院において画像処理技術

を専門に研究を行ってまいりました。特に、ビジュアリゼーション、３次元グラフィックス、画像認識といった分

野で世界最先端の様々な技術に触れ、また自らもそれらを専門に研究を行ってきたことが当社の礎となっておりま

す。平賀督基は、当社グループの最高責任者として、経営方針及び事業戦略等を決定するとともに新規技術のアイ

デア創出から当該技術の製品化にわたり重要な役割を果たしております。今後においても、特に研究開発について

は、平賀督基に依存する側面が大きいものと考えられます。当社グループでは、適切な権限委譲を図るための組織

整備や社内の人材育成等を行うことにより、平賀督基に依存しない経営体質の構築を進めてまいりますが、何らか

の理由で平賀督基が当社事業を継続することが困難となった場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があ

ります。 
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 当社グループは、当社及び連結子会社であるMorpho US, Inc. およびMorpho Korea, Inc.の3社で構成されてお

ります。 

当社グループはソフトウェア事業を主たる事業としており、連結子会社（Morpho  US,Inc.、Morpho 

Korea,Inc.）は当社からの業務委託に基づき、画像処理技術（製品）の販売支援、技術的サポート等を行っており

ます。 

   

２．企業集団の状況
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（１）会社の経営の基本方針 

当社グループは『新たなイメージング・テクノロジーを創造する集団として、革新的な技術を最適な「かたち」

で実用化させ、技術の発展と豊かな文化の実現に貢献する』という経営理念の実現を目指しております。 

人間の情報処理は大半を視覚情報に依存していると言われております。近年のネットワーク及びデジタル技術の

発展により、この視覚情報をベースとした携帯型の各種情報端末の普及は拡大し、視覚情報処理を取り巻く環境が

急激に変化しております。自分自身の目とは異なる第２の目として誰もが何処でも画像を撮影し、保存し、編集

し、共有することが可能となり、新たなライフスタイルを現実にするための技術開発が求められています。 

当社グループでは、独自の画像処理技術、アルゴリズムによる優れた開発力や実装技術が強みであると認識して

おり、この強みを礎として情報端末分野における市場規模の拡大や事業環境の変化による新たな機会を組み合わせ

ることにより、市場のニーズに的確に応え、企業価値の最大化に努めてまいります。 

  

（２）目標とする経営指標 

当社グループは、常に革新的な技術・サービスが求められるIT・ソフトウェア業界に属しております。これらの

業界において当社は、研究開発先行型の企業として既存の技術とは一線を画す新規な技術を適切な時期に市場に投

入することにより技術的優位性を維持しながら、主に国内外のモバイル端末市場を中心としたソフトウェア・ライ

センス・ビジネスを中核事業としております。当社グループでは、先行投資的に発生する研究開発投資から創出し

た各種製品を開発し続けることにより、当該製品の利用を顧客に許諾して得られるロイヤリティ収入の増大を図

り、高い利益率を確保した事業運営に努めてまいります。 

従い、当社グループが目標とする経営指標は、「売上高営業利益率」及び「１株当たり当期純利益」であると考

えております。企業の収益力を図る指標である売上高営業利益率を高めていくことにより、さらに将来に向けた先

行投資的な研究開発資金等を獲得でき、積極的な投下を可能にするものと考えております。併せて、このような循

環により付加価値の高い事業を継続的に行うためには、それ以外の投下資本を最適化しなければなりません。収益

に対して最適な費用支出を実現させる経営の実践により、高い売上高営業利益率を可能にしてまいります。 

  

（３）中長期的な会社の経営戦略 

当社グループは、デジタル画像処理に関連する幅広い分野において応用可能な当社技術を、特にモバイル端末向

けデファクト・スタンダードとすることを中長期的な経営戦略の基本としております。 

デジタル画像処理技術の需要は、近年さらに拡大しております。国内では成熟した市場となった携帯電話端末分

野は、グローバルな視点では市場規模は拡大傾向にあります。一方、国内では新たな通信仕様への転換によりネッ

トワークを活用した新たなサービスも開始されるなど、新たな需要の創出が見込まれます。 

このような市場環境のもと、製品の機能をソフトウェアで実現して余計な容積を必要としないため壊れにくく、

且つ消費電力が少ない当社の技術及び製品の優位性を最大限に発揮してモバイル端末市場に広く浸透させるべく、

積極的に取り組んでまいります。 

具体的には、これまでと同様に新技術の創出や既存技術の機能向上に向けた研究開発及び製品開発に取り組むこ

とにより、新たな組込分野などの新市場を開拓して新たな収益の柱とすべく取り組んでまいります。加えて、ネッ

トワーク関連の新たなソリューションの開発及び市場投入やComputational Photography分野といった新しい画像

処理分野に対する製品開発を中期的な重点テーマとして取り組んでまいります。 

  

３．経営方針
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（４）会社の対処すべき課題 

 当社グループは、『新たなイメージング・テクノロジーを創造する集団として、革新的な技術を最適な「かた

ち」で実用化させ、技術の発展と豊かな文化の実現に貢献する』ことを理念としております。現在は、携帯電話端

末市場が戦略的事業ドメインですが、スマートフォンの市場規模が急激に拡大し、海外携帯電話端末機器メーカー

各社が国内市場・グローバル市場においてシェアを伸ばしております。このような環境のもと、当社グループで

は“モバイル端末向け画像処理技術のデファクト・スタンダードとなる”ことを中期経営目標に掲げており、顧客

ニーズに適応した新たな技術開発及び製品開発に積極的に取り組んでまいります。これらを実現させるために当社

が取り組むべき主要な課題等は、以下のとおりであります。 

  

① 人材の育成等について 

 当社グループが属するソフトウェア業界は、常に革新的な技術・サービスが求められる業界であります。既存製

品の機能向上はもとより、市場の技術革新に速やかに対応しながら、より先進的な技術を創出する必要がありま

す。そのためには、高度かつ専門的な知識・技術を有した人材の育成及び定着を図ることが重要であります。加え

て、新規事業領域への展開に向けた当該領域技術・業界動向に精通した専門知識及びスキルを有した優秀な人材の

確保が必要になってくるものと考えております。 

   

② 知的財産権の確保等について 

 当社グループは研究開主導型の企業として、既存の技術とは一線を画す新たな技術を世に送り出すことを社業の

礎としております。ただIT・ソフトウェア分野においては、国内外大手電機メーカーや欧米IT・ソフトウェア企業

等各社が知的財産権の取得に積極的に取り組んでおり、当社グループの属する画像処理の分野も例外ではありませ

ん。 

 新規性のある独自技術の保護及び当社の活動領域の確保のために、独自の技術分野については、他社に先立って

特許権の取得、活用、維持をすすめていく方針であります。 

 当社グループでは、専門的知識（弁理士資格等）を有した社員を知的財産部門に配置し、技術部門との情報共有

を密に図るとともに、他社の知的財産権の調査や出願手続き等の一部は外部パートナーを活用しながら適切に取り

組んでまいります。具体的には、事業全体の価値向上に寄与する特許権の取得を推進し、潜在的資産価値の最大化

に向けて積極的に取り組むとともに、知的財産権の調査においては他社知的財産権の侵害を回避し、安定・継続し

た事業の推進に寄与してまいります。 

  

③ 海外市場への展開について 

 現在の当社グループは、携帯電話端末機器分野が主力ですが、事業規模を拡大させるためには海外展開が戦略的

に重要なテーマとなります。特に、欧米市場及びアジア市場での収益獲得機会を増大しなければなりません。当社

グループの主力である携帯電話端末機器分野では、海外携帯電話端末機器メーカーがグローバル市場でのシェアを

拡大し、更なる成長にむけて積極的な技術開発・投資活動を行っております。 

 当社グループでは、海外市場において当該業界に精通した人材で構成する営業体制の強化が必要となります。現

在は、海外市場に精通した人材を採用することで営業体制を強化するとともに、関係する企業との良好な関係の構

築、海外携帯電話端末機器メーカー等との幅広いネットワークを有したビジネスパートナーとの事業連携を通じ、

各海外携帯電話端末機器メーカーへの直接的な営業活動を実施しております。今後、海外の通信事業者との関係強

化や半導体メーカー等を通じた販売を実現すべく、パートナーシップや業務面での提携等を積極化させ、当社グル

ープ独自の画像処理技術を世界規模で広く普及させるべく積極的に取り組んでまいります。 
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④ 新規事業領域への展開について 

 当社グループは、携帯電話端末機器分野に特化した技術開発及び製品開発を行っておりますが、当社グループ技

術の強みは画像処理に関連する幅広い分野に応用可能な点であると考えております。従いまして、当面は中期経営

目標の達成に向けて携帯電話端末機器分野を中心に経営資源を集中させます。昨今、カメラ等の撮像素子が高性

能・高画素化し、加えて安価になっていることから様々なデジタル機器に搭載されるようになり、利用用途は拡大

しています。当社グループでは、様々な分野に当社グループ技術及び製品を普及させるためにハードウェア化（記

述言語化）に取り組んでまいります。一方、長期的視点では、カメラデバイスの小型化、高性能化、低コスト化、

多様化に加え、通信速度の高速化とクラウド化の進展も加わってカメラ機能と通信機能を有した各種商品やシステ

ム、またComputational Photographyといったデジタルカメラに最適化されたカメラや画像処理技術が出現してく

ることを想定しております。これらの事業機会は、当社グループの成長戦略の基軸になるものと考えており、その

ためにソフトウェアによる画像処理技術が優位性を発揮できる分野に対して積極的に研究開発等を推進していく方

針であります。加えて、画像データから得られる各種情報を活用した新たな分野を創出し、積極的に事業領域の拡

大を図っていく方針であります。 

 当社グループが中長期的に新たな事業ドメインとして検討している領域は以下のとおりであります。 

ⅰ）ネットワークサービス分野※ 

ⅱ）その他組込分野（車載、監視カメラなど） 

 以上の分野を戦略的に重要なターゲットと位置付けて、限られた経営資源で効果的な営業活動と更なるマーケテ

ィング活動を実施し、段階的に新たな柱としていく方針であります。 

※ネットワークサービス分野とは、高速化するネットワーク環境に適応した製品の提供及び今後の市場規模拡大が

見込まれるクラウドコンピューティング分野への製品提供までを含む総称であります。 

  

⑤ 内部管理体制の強化について 

当社グループ事業の継続的な発展を実現させるためには、コーポレート・ガバナンス機能の強化は必須であり、

そのために財務報告の信頼性を確保するための内部統制システムの適切な運用が重要であると認識しております。

コーポレート・ガバナンスに関しては、内部統制委員会事務局による定期的モニタリングの実施と監査役や監査

法人との良好な意思疎通を図ることにより適切に運用しておりますが、ステークホルダーに対して経営の適切性や

健全性を確保しつつも、ベンチャー企業としての俊敏さも兼ね備えた全社的に効率化された組織体制の構築にむけ

て更に内部管理体制の強化に取り組んでまいります。 

  

(5）その他、会社の経営上重要な事項 

該当事項はありません。 
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成24年10月31日) 

当連結会計年度 
(平成25年10月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,054,996 1,056,308 

売掛金 170,880 294,660 

仕掛品 17,001 5,663 

前払費用 12,882 11,768 

その他 15,482 3,012 

流動資産合計 1,271,243 1,371,414 

固定資産   

有形固定資産   

建物 63,791 63,791 

減価償却累計額 △15,433 △25,391 

建物（純額） 48,357 38,400 

工具、器具及び備品 92,984 80,128 

減価償却累計額 △69,380 △68,104 

工具、器具及び備品（純額） 23,604 12,023 

有形固定資産合計 71,961 50,424 

無形固定資産   

ソフトウエア 76,274 35,857 

その他 870 5,294 

無形固定資産合計 77,144 41,152 

投資その他の資産   

敷金及び保証金 91,645 97,956 

その他 1,168 218 

投資その他の資産合計 92,814 98,175 

固定資産合計 241,920 189,751 

資産合計 1,513,164 1,561,166 
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成24年10月31日) 

当連結会計年度 
(平成25年10月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 8,444 18,191 

1年内返済予定の長期借入金 38,508 38,475 

未払金 78,287 31,516 

未払法人税等 4,437 20,851 

未払費用 25,064 10,532 

前受金 29,953 73,161 

預り金 8,976 4,572 

その他 － 3,023 

流動負債合計 193,672 200,322 

固定負債   

長期借入金 87,685 49,210 

繰延税金負債 4,949 4,091 

資産除去債務 19,099 19,427 

固定負債合計 111,733 72,729 

負債合計 305,406 273,052 

純資産の部   

株主資本   

資本金 820,325 839,625 

資本剰余金 768,995 788,295 

利益剰余金 △380,782 △350,678 

株主資本合計 1,208,537 1,277,241 

その他の包括利益累計額   

為替換算調整勘定 △779 10,871 

その他の包括利益累計額合計 △779 10,871 

純資産合計 1,207,758 1,288,113 

負債純資産合計 1,513,164 1,561,166 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年11月１日 
 至 平成24年10月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年11月１日 

 至 平成25年10月31日) 

売上高 855,085 1,049,907 

売上原価 272,010 290,943 

売上総利益 583,074 758,963 

販売費及び一般管理費 ※1, ※2  1,062,955 ※1, ※2  706,174 

営業利益又は営業損失（△） △479,881 52,789 

営業外収益   

受取利息 285 208 

為替差益 8,506 21,675 

その他 100 339 

営業外収益合計 8,892 22,223 

営業外費用   

支払利息 1,730 1,373 

営業外費用合計 1,730 1,373 

経常利益又は経常損失（△） △472,719 73,638 

特別損失   

事業構造改善費用 ※3  59,630 － 

特別損失合計 59,630 － 

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

△532,350 73,638 

法人税、住民税及び事業税 9,520 44,391 

法人税等調整額 16,013 △857 

法人税等合計 25,533 43,534 

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調
整前当期純損失（△）

△557,883 30,104 

当期純利益又は当期純損失（△） △557,883 30,104 
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（連結包括利益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年11月１日 

 至 平成24年10月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年11月１日 

 至 平成25年10月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調
整前当期純損失（△）

△557,883 30,104 

その他の包括利益   

為替換算調整勘定 △779 11,650 

その他の包括利益合計 ※  △779 ※  11,650 

包括利益 △558,662 41,755 

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 △558,662 41,755 
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年11月１日 
 至 平成24年10月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年11月１日 

 至 平成25年10月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 791,315 820,325 

当期変動額   

新株の発行 29,010 19,300 

当期変動額合計 29,010 19,300 

当期末残高 820,325 839,625 

資本剰余金   

当期首残高 739,985 768,995 

当期変動額   

新株の発行 29,010 19,300 

当期変動額合計 29,010 19,300 

当期末残高 768,995 788,295 

利益剰余金   

当期首残高 177,100 △380,782 

当期変動額   

当期純利益又は当期純損失（△） △557,883 30,104 

当期変動額合計 △557,883 30,104 

当期末残高 △380,782 △350,678 

株主資本合計   

当期首残高 1,708,400 1,208,537 

当期変動額   

新株の発行 58,020 38,600 

当期純利益又は当期純損失（△） △557,883 30,104 

当期変動額合計 △499,863 68,704 

当期末残高 1,208,537 1,277,241 

その他の包括利益累計額   

為替換算調整勘定   

当期首残高 － △779 

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △779 11,650 

当期変動額合計 △779 11,650 

当期末残高 △779 10,871 

その他の包括利益累計額合計   

当期首残高 － △779 

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △779 11,650 

当期変動額合計 △779 11,650 

当期末残高 △779 10,871 

純資産合計   

当期首残高 1,708,400 1,207,758 

当期変動額   

新株の発行 58,020 38,600 

当期純利益又は当期純損失（△） △557,883 30,104 

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △779 11,650 

当期変動額合計 △500,642 80,355 

当期末残高 1,207,758 1,288,113 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年11月１日 
 至 平成24年10月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年11月１日 

 至 平成25年10月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純
損失（△）

△532,350 73,638 

減価償却費 111,771 77,465 

受取利息 △285 △208 

支払利息 1,730 1,373 

為替差損益（△は益） △5,970 △11,177 

売上債権の増減額（△は増加） 224,708 △123,780 

たな卸資産の増減額（△は増加） △16,761 11,337 

仕入債務の増減額（△は減少） △10,479 9,746 

前受金の増減額（△は減少） △66,046 43,208 

未払金の増減額（△は減少） 55,782 △46,793 

その他 △21,097 3,749 

小計 △258,999 38,560 

利息及び配当金の受取額 285 208 

利息の支払額 △1,699 △1,344 

法人税等の支払額 △6,424 △33,490 

営業活動によるキャッシュ・フロー △266,838 3,933 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △13,180 △3,127 

有形固定資産の除却による支出 △2,500 － 

無形固定資産の取得による支出 △40,633 △17,767 

貸付けによる支出 △1,260 － 

貸付金の回収による収入 － 687 

敷金及び保証金の差入による支出 △44 △6,300 

敷金及び保証金の回収による収入 2,231 － 

投資活動によるキャッシュ・フロー △55,388 △26,507 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 △44,508 △38,508 

株式の発行による収入 58,020 38,600 

財務活動によるキャッシュ・フロー 13,512 92 

現金及び現金同等物に係る換算差額 5,196 23,794 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △303,517 1,312 

現金及び現金同等物の期首残高 1,358,514 1,054,996 

現金及び現金同等物の期末残高 ※  1,054,996 ※  1,056,308 
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該当事項はありません。 

  

１．連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称 
・連結子会社の数 ２社 

・主要な連結子会社の名称 Morpho US,Inc. 

Morpho Korea,Inc. 

(2) 主要な非連結子会社の名称等  

該当事項はありません。 

  

２．持分法の適用に関する事項 

  該当事項はありません。 

  

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

  連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。 

  

４．連結の範囲の変更に関する事項 

 当連結会計年度において新たに設立したことにより、Morpho Korea,Inc.を当連結会計年度から連結の範

囲に含めております。 

  

５．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

 たな卸資産 

  仕掛品  

 個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）を採用しております。  

  

 (2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

 定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については定額法）を

採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

 建物         ８～20年 

 工具、器具及び備品  ４～15年 

 ② 無形固定資産（リース資産を除く） 

ソフトウエア 

 定額法を採用しております。 

 なお、市場販売目的のソフトウェアについては、見込販売期間（３年以内）における見込販売収益に

基づく償却額と販売可能な残存有効期間に基づく均等配分額を比較し、いずれか大きい金額を計上して

おります。自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年以内）に基づく定額

法によっております。 

商標権 

 定額法を採用しております。  

特許権  

 定額法を採用しております。  

③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年10月31日以前の

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

  

(5)連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）
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(3）重要な引当金の計上基準 

貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上することとしております。なお、貸倒実

績及び貸倒懸念債権等特定の債権がないため、当連結会計年度において貸倒引当金は計上しておりませ

ん。 

  

(4）重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収

益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は、純資産の部における為替換算調整勘定に含

めております。  

  

(5）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。  

  

(6）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。  

  

（減価償却方法の変更） 

 当社グループは、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資

産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。これによる損益に与える影響は軽微

であります。 

  

該当事項はありません。  

    

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

(表示方法の変更) 

「役員報酬」及び「支払報酬」は、販売費及び一般管理費の合計額の100分の10を超えたため、当連結会計年度より

主要な費目として表示しております。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度におきましても主要な

費目として表示しております。 

  

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費の総額 

   

※３ 事業構造改善費用の主な内容は、希望退職者募集に伴う特別退職金等であります。 

（会計方針の変更）

（連結貸借対照表関係）

（連結損益計算書関係）

  
前連結会計年度 

（自 平成23年11月１日 
至 平成24年10月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年11月１日 

至 平成25年10月31日） 

役員報酬 千円 94,906 千円 78,290

給与手当  267,677  126,197

支払報酬  80,002  85,889

研究開発費  344,186  195,526

前連結会計年度 
（自 平成23年11月１日 

至 平成24年10月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年11月１日 

至 平成25年10月31日） 

  千円 344,186   千円 195,526
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※  その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額 

   

前連結会計年度（自 平成23年11月１日 至 平成24年10月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の発行済株式総数の増加89,200株は、新株予約権の権利行使による新株の発行による増加  

であります。  

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 該当事項はありません。  

  

３．配当に関する事項 

  該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自 平成24年11月１日 至 平成25年10月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の発行済株式総数の増加 株は、新株予約権の権利行使による新株の発行による増加  

であります。  

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 該当事項はありません。  

  

３．配当に関する事項 

  該当事項はありません。 

（連結包括利益計算書関係）

  
前連結会計年度 

（自 平成23年11月１日 
至 平成24年10月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年11月１日 

至 平成25年10月31日） 

為替換算調整勘定：     

当期発生額  △779  11,650

その他の包括利益合計  △779  11,650

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
当連結会計年度期首
株式数（株） 

当連結会計年度増加
株式数（株） 

当連結会計年度減少
株式数（株） 

当連結会計年度末株
式数（株） 

発行済株式         

普通株式  1,443,600  89,200    －    1,532,800

合計  1,443,600  89,200  －  1,532,800

自己株式         

普通株式  －  －  －  －

合計  －  －  －  －

  
当連結会計年度期首
株式数（株） 

当連結会計年度増加
株式数（株） 

当連結会計年度減少
株式数（株） 

当連結会計年度末株
式数（株） 

発行済株式         

普通株式  1,532,800  31,200 －  1,564,000

合計  1,532,800  31,200 －  1,564,000

自己株式         

普通株式 － － － － 

合計 － － － － 

31,200
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※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

   

（借主側） 

１．ファイナンス・リース取引 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

① リース資産の内容 

有形固定資産 

本社における什器備品であります。 

② リース資産の減価償却の方法 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 「５．会計処理基準に関する事項 （2）重要な減

価償却資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。  

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年10月31日以前

のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次

のとおりであります。 

  

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

  

  

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

  

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  
前連結会計年度 

（自 平成23年11月１日 
至 平成24年10月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年11月１日 

至 平成25年10月31日） 

現金及び預金勘定 千円 1,054,996 千円 1,056,308

預入期間が３か月を超える定期預金  － － 

現金及び現金同等物  1,054,996  1,056,308

（リース取引関係）

  （単位：千円）

  
前連結会計年度（平成24年10月31日） 

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額 

工具、器具及び備品  7,846  7,846 － 

合計  7,846  7,846 － 

  （単位：千円）

  
当連結会計年度（平成25年10月31日） 

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額 

工具、器具及び備品 － － － 

合計 － － － 

  （単位：千円）

  
前連結会計年度 

（平成24年10月31日） 
当連結会計年度 

（平成25年10月31日） 

未経過リース料期末残高相当額   

１年内  141 － 

１年超 － － 

合計  141 － 
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(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

  

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

  

(5）利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

については利息法によっております。 

  

１．金融商品の状況に関する事項 

(1）金融商品に対する取組方針 

 当社グループは、資金運用に関しては、短期的な預金等に限定し、また、資金調達については自己資

金の充当及び銀行等金融機関からの借入による方針であります。デリバティブ取引は行っておりませ

ん。  

(2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

  営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、当社の与

信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を定期

的に把握する体制としております。 

  営業債務である買掛金は、すべて１年以内の支払期日であります。 

  借入金は、主に設備投資に係る資金調達であります。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒さ

れております。また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは月

次に資金繰計画を作成するなどの方法により管理しております。  

(3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等

を採用することにより、当該価額が変動することがあります。 

  

  （単位：千円）

  
前連結会計年度 

（自 平成23年11月１日 
至 平成24年10月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年11月１日 

至 平成25年10月31日） 

支払リース料  1,700  141

減価償却費相当額  1,569 － 

支払利息相当額  32  0

（金融商品関係）
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２．金融商品の時価等に関する事項 

 連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

前連結会計年度（平成24年10月31日） 

(*1)長期借入金には一年以内返済予定長期借入金38,508千円を含んでおります。 

  

当連結会計年度（平成25年10月31日） 

(*1)長期借入金には一年以内返済予定長期借入金 千円を含んでおります。 

（注）１．金融商品の時価の算定方法 

資 産 

(1）現金及び預金、(2）売掛金 

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。 

 (3) 敷金及び保証金 
 これらは将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標で割り引いた現在価値によっております。 

負 債 
 (4) 買掛金、(5) 未払金、(6) 未払法人税等 
 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま
す。 

 (7) 長期借入金 

 長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引い

て算定する方法によっております。 

  
連結貸借対照表計上額 

（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

(1）現金及び預金  1,054,996  1,054,996 － 

(2）売掛金  170,880  170,880 － 

(3）敷金及び保証金  91,645  91,379  △266

資産計  1,317,523  1,317,256  △266

(4）買掛金  8,444  8,444 － 

(5）未払金  78,287  78,287 － 

(6）未払法人税等  4,437  4,437 － 

(7）長期借入金(*1)  126,193  127,424  1,231

負債計  217,363  218,594  1,231

  
連結貸借対照表計上額 

（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

(1）現金及び預金  1,056,308  1,056,308 － 

(2）売掛金  294,660  294,660 － 

(3）敷金及び保証金  97,956  97,860  △95

資産計  1,448,925  1,448,829  △95

(4）買掛金  18,191  18,191 － 

(5）未払金  31,516  31,516 － 

(6）未払法人税等  20,851  20,851 － 

(7）長期借入金(*1)  87,685  88,401  716

負債計  158,243  158,959  716

38,475
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２．金銭債権の連結決算日後の償還予定額 

前連結会計年度（平成24年10月31日） 

  

当連結会計年度（平成25年10月31日） 

  

３．長期借入金の連結決算日後の返済予定額 

前連結会計年度（平成24年10月31日） 

（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 
   ２．長期借入金（一年以内返済予定のものを除く。）の連結貸借対照表日後５年間の返済予定 

     額は以下のとおりであります。 

    

  
１年以内 
（千円） 

１年超 
５年以内 
（千円） 

５年超 
10年以内 
（千円） 

10年超 
（千円） 

現金及び預金  1,054,996 － － － 

売掛金  170,880 － － － 

敷金及び保証金 －  91,645 － － 

合計  1,225,877  91,645 － － 

  
１年以内 
（千円） 

１年超 
５年以内 
（千円） 

５年超 
10年以内 
（千円） 

10年超 
（千円） 

現金及び預金  1,056,308 － － － 

売掛金  294,660 － － － 

敷金及び保証金 －  97,956 － － 

合計  1,350,969  97,956 － － 

  
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

一年以内返済予定長期借入金  44,508  38,508  1.2  －

長期借入金（一年以内返済予定のもの

を除く。） 
 126,193  87,685  1.3 平成25年～29年 

合計  170,701  126,193   

  
１年超２年以内 

（千円） 

２年超３年以内 

（千円） 

３年超４年以内 

（千円） 

４年超５年以内 

（千円） 

長期借入金  38,475  31,336  8,568  8,568
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当連結会計年度（平成25年10月31日） 

（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 
   ２．長期借入金（一年以内返済予定のものを除く。）の連結貸借対照表日後５年間の返済予定 

     額は以下のとおりであります。 

  

該当事項はありません。 

  

  

該当事項はありません。  

   

  

該当事項はありません。 

  

  

  
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

一年以内返済予定長期借入金  38,508  38,475  1.2 － 

長期借入金（一年以内返済予定のもの

を除く。） 
 87,685  49,210  1.4 平成26年～29年 

合計  126,193  87,685   

  
１年超２年以内 

（千円） 

２年超３年以内 

（千円） 

３年超４年以内 

（千円） 

４年超５年以内 

（千円） 

長期借入金  31,336  8,568  8,568  738

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（退職給付関係）
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１．ストック・オプションに係る費用計上額及び科目名 

前連結会計年度（自 平成23年11月１日 至 平成24年10月31日） 

 該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自 平成24年11月１日 至 平成25年10月31日） 

 該当事項はありません。 

  

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

  

（ストック・オプション等関係）

  
平成17年 

第１回ストック・オプション 

平成17年 

第２回ストック・オプション 

平成19年 

第３回ストック・オプション 

付与対象者の区分

及び人数 

当社の取締役    3名 

当社の従業員    2名 

当社の取締役    3名 

当社の従業員    2名 

当社の取締役    2名 

当社の従業員    6名 

当社の社外協力者  2名 

株式の種類別のス

トック・オプショ

ンの数（注） 

普通株式 271,000株 普通株式 29,000株 普通株式 200,000株 

付与日 平成17年９月８日 平成17年11月21日 平成19年２月１日 

権利確定条件 

①行使しようとする新株予約権

又は新株予約権の権利者（以

下「権利者」という）につい

て「会社が新株予約権を取得
することができる事由及び取

得の条件」に定める取得事由

が発生していないこと。但

し、取締役会の決議により特
に行使が認められた場合はこ

の限りでない。 

②権利者が、付与時点で会社の

取締役又は従業員である場合
には、権利行使時においても

会社の取締役又は従業員であ

ることを要する。権利者が当

社監査役に選任され、又は子
会社・関連会社の取締役、監

査役もしくは従業員に選任・

採用された場合、当該権利者

は、その在任・在職中に限
り、自己に発行された新株予

約権を行使することができ

る。ただし、取締役会で認め

た場合はこの限りではない。 
③その他の条件については、本

総会及び取締役会決議に基づ

き、当社と権利者との間で締

結する新株予約権割当契約に
定めるところによる。 

 同左  同左 

対象勤務期間 定めておりません。 同左 同左 

権利行使期間 
平成19年９月９日～ 

平成27年９月８日  同左 
平成20年３月４日～ 

平成28年３月３日 
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（注） 上記表に記載された株式数は、平成23年５月１日付株式分割（普通株式１株につき200株）による分割後の株式 

    数に換算して記載しております。 

  

  
平成20年 

第４回ストック・オプション 

平成23年 

第５回ストック・オプション 

平成23年 

第６回ストック・オプション 

付与対象者の区分

及び人数 

当社の取締役    2名 

当社の従業員   15名 

当社の社外協力者  1名  

当社の取締役    3名 

当社の従業員   40名 
当社の従業員   15名 

株式の種類別のス

トック・オプショ

ンの数（注） 

普通株式 29,400株 普通株式 42,600株 普通株式 7,400株 

付与日 平成20年４月23日 平成23年２月11日 平成23年５月19日 

権利確定条件 

①新株予約権の割当を受けた者

（以下「新株予約権者」とい

う。）は、新株予約権行使時

において当会社または子会社
の取締役、監査役もしくは従

業員のいずれかの地位を保有

している場合及び重要な契約

上の協力関係を継続している
場合に限る。但し、定年退職

その他取締役会が正当な理由

があると認めた場合は、この

限りではない。 
②新株予約権者が死亡した場

合、その者の相続人は新株予

約権を行使することができ

る。 
③新株予約権者は、当会社普通

株式にかかる株券が日本国内

の証券取引所に上場した場合

に限り、新株予約権を行使す
ることができる。 

④その他の条件については、平

成20年１月31日開催の株主総

会及び平成20年４月17日開催
の取締役会決議に基づき、当

社と権利者との間で締結する

新株予約権割当契約に定める

ところによる。 

①新株予約権の割当を受けた者

（以下「新株予約権者」とい

う。）は、新株予約権行使時

において当会社または子会社
の取締役、監査役もしくは従

業員のいずれかの地位を保有

している場合及び重要な契約

上の協力関係を継続している
場合に限る。但し、定年退職

その他取締役会が正当な理由

があると認めた場合は、この

限りではない。 
②新株予約権者が死亡した場

合、その者の相続人は新株予

約権を行使することができ

る。 
③新株予約権者は、当会社普通

株式にかかる株券が日本国内

の証券取引所に上場した場合

に限り、新株予約権を行使す
ることができる。 

④その他の条件については、平

成23年１月28日開催の株主総

会及び平成23年２月10日開催
の取締役会決議に基づき、当

社と権利者との間で締結する

新株予約権割当契約に定める

ところによる。 

①新株予約権の割当を受けた者

（以下「新株予約権者」とい

う。）は、新株予約権行使時

において当会社または子会社
の取締役、監査役もしくは従

業員のいずれかの地位を保有

している場合及び重要な契約

上の協力関係を継続している
場合に限る。但し、定年退職

その他取締役会が正当な理由

があると認めた場合は、この

限りではない。 
②新株予約権者が死亡した場

合、その者の相続人は新株予

約権を行使することができ

る。 
③新株予約権者は、当会社普通

株式にかかる株券が日本国内

の証券取引所に上場した場合

に限り、新株予約権を行使す
ることができる。 

④その他の条件については、平

成23年１月28日開催の株主総

会及び平成23年５月18日開催
の取締役会決議に基づき、当

社と権利者との間で締結する

新株予約権割当契約に定める

ところによる。 

対象勤務期間 定めておりません。 同左 同左 

権利行使期間 
平成22年４月18日～ 

平成30年１月31日  

平成25年２月11日～ 

平成33年２月10日 

平成25年５月19日～ 

平成33年５月18日 
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当連結会計年度（平成25年10月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オ

プションの数については、株式数に換算して記載しております。 

  

① ストック・オプションの数 

  

    

  
平成17年 

第１回ストック・オプション 
平成17年 

第２回ストック・オプション 

平成19年 

第３回ストック・オプション 

権利確定前 （株） － － － 

前連結会計年度末 － － － 

付与 － － － 

失効 － － － 

権利確定 － － － 

未確定残 － － － 

権利確定後 （株）       

前連結会計年度末  39,000  5,000  57,800

権利確定 － － － 

権利行使  5,000 －  19,400

失効 － － － 

未行使残  34,000  5,000  38,400

  
平成20年 

第４回ストック・オプション 

平成23年 

第５回ストック・オプション 

平成23年 

第６回ストック・オプション 

権利確定前 （株）       

前連結会計年度末 －  32,200  3,600

付与 － － － 

失効 － －  200

権利確定 －  32,200  3,400

未確定残 － － － 

権利確定後 （株）       

前連結会計年度末  19,200 － － 

権利確定 －  32,200  3,400

権利行使  6,600  200 － 

失効 －  600 － 

未行使残  12,600  31,400  3,400
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 ② 単価情報 

  

（注）「公正な評価単価」については、ストック・オプションが会社法施行日前に付与されたものは記載していません。

 また、ストック・オプションを付与した日時点においては、当社は未公開企業であるため、ストック・オプショ

ンの公正な評価単価の見積もり方法を単位当たりの本源的価値の見積もりによっております。 

 なお、単位当たりの本源的見積もり方法は類似会社比較方式とＤＣＦ方式の併用方式によっております。 

  

 ３．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

 基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採

用しております。 

  

４．当連結会計年度末における本源的価値の合計額及び当連結会計年度において権利行使されたストック・

オプションの権利行使日における本源的価値の合計額 

  

  
平成17年 

第１回ストック・オプション 

平成17年 

第２回ストック・オプション 

平成19年 

第３回ストック・オプション 

権利行使価格（円）  400  400  1,300

行使時平均株価（円)  4,495 －  4,310

付与日における公正

な評価単価（円） 
－ － － 

  
平成20年 

第４回ストック・オプション 

平成23年 

第５回ストック・オプション 

平成23年 

第６回ストック・オプション 

権利行使価格（円）  1,650  2,450  2,450

行使時平均株価（円)  4,000  3,915 － 

付与日における公正

な評価単価（円） 
－ － － 

(1）当連結会計年度末における本源的価値の合計額 千円242,142

(2）当連結会計年度において権利行使されたストック・オ

プションの権利行使日における本源的価値の合計額 
千円94,671
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１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  

繰延税金負債の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれております。  

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

    

該当事項はありません。 

  

（税効果会計関係）

  
前連結会計年度 

（平成24年10月31日） 
  

当連結会計年度 
（平成25年10月31日） 

繰延税金資産       

未払事業税 千円403   千円5,192

税務上の収益認識差額  13,467    132,670

減価償却超過額  67,451    124,098

資産除去債務  6,806    6,923

繰越欠損金  210,517    59,643

その他  14,675    12,049

繰延税金資産小計  313,322    340,578

評価性引当額  △313,322    △340,578

繰延税金資産合計  －   － 

繰延税金負債       

資産除去費用  4,949    4,091

繰延税金負債合計  4,949    4,091

繰延税金負債の純額  4,949    4,091

  
前連結会計年度 

（平成24年10月31日） 
  

当連結会計年度 
（平成25年10月31日） 

        

流動負債－繰延税金負債 －千円  －千円

固定負債－繰延税金負債  4,949    4,091

  
前連結会計年度 

（平成24年10月31日） 
  

当連結会計年度 
（平成25年10月31日） 

法定実効税率 ％ 40.7   ％ 38.0

（調整）       

交際費等永久に損金に算入されない項目  △0.4    0.7

住民税均等割  △0.6    4.6

評価性引当額の増減  △36.5    21.1

税率変更による評価性引当額の増減   △7.2    1.0

試験研究費の特別控除 －    △8.1

その他  △0.8    1.9

税効果会計適用後の法人税等の負担率  △4.8    59.1

（企業結合等関係）
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資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの 

１．当該資産除去債務の概要 

 本社事務所の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。 

  

２．当該資産除去債務の金額の算定方法 

 使用見込期間を取得から15年と見積り、割引率は1.706％を使用して資産除去債務の金額を計算しておりま

す。 

  

３．当該資産除去債務の総額の増減 

   

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（自 平成23年11月１日 至 平成24年10月31日）  

 当社グループは、ソフトウェア・ライセンス事業の単一セグメントであるため、記載を省略しておりま

す。 

  

当連結会計年度（自 平成24年11月１日 至 平成25年10月31日）  

 当社グループは、ソフトウェア・ライセンス事業の単一セグメントであるため、記載を省略しておりま

す。 

  

前連結会計年度（自 平成23年11月１日 至 平成24年10月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

当社グループは、ソフトウェア・ライセンス事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

  

２．地域ごとの情報 

(1）売上高   

（注） 売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。 

  

(2）有形固定資産 

 本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記

載を省略しております。  

  

（資産除去債務関係）

  

前連結会計年度 

（自 平成23年11月１日 

至 平成24年10月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成24年11月１日 

至 平成25年10月31日） 

 期首残高 千円 20,379 千円 19,099

 有形固定資産の取得に伴う増加額 － － 

 時の経過による調整額 千円 328 千円 328

 資産除去債務の履行による減少額 千円 △1,608 －千円 

 期末残高 千円 19,099 千円 19,427

（賃貸等不動産関係）

（セグメント情報等）

ａ．セグメント情報

ｂ．関連情報

  （単位：千円）

日本  欧州  米州  アジア  合計 

 713,672  88,525  36,838  16,048  855,085
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３．主要な顧客ごとの情報 

  

当連結会計年度（自 平成24年11月１日 至 平成25年10月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

当社グループは、ソフトウェア・ライセンス事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

  

２．地域ごとの情報 

(1）売上高   

（注） 売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。 

  

(2）有形固定資産 

 本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記

載を省略しております。  

  

３．主要な顧客ごとの情報 

  

前連結会計年度（自 平成23年11月１日 至 平成24年10月31日） 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自 平成24年11月１日 至 平成25年10月31日） 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（自 平成23年11月１日 至 平成24年10月31日） 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自 平成24年11月１日 至 平成25年10月31日） 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（自 平成23年11月１日 至 平成24年10月31日） 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自 平成24年11月１日 至 平成25年10月31日） 

該当事項はありません。 

  

  （単位：千円）

顧客の名称又は氏名 売上高 

 株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ  261,299

 シャープ株式会社  106,567

  （単位：千円）

日本  欧州  米州  アジア  合計 

 542,410  117,063  112,789  277,643  1,049,907

  （単位：千円）

顧客の名称又は氏名 売上高 

 株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ  197,799

 京セラ株式会社  128,781

 LG Electronics Inc.  111,465

ｃ．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

ｄ．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

ｅ．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報
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前連結会計年度（自 平成23年11月１日 至 平成24年10月31日） 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自 平成24年11月１日 至 平成25年10月31日） 

役員及び個人主要株主等  

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等 

平成18年３月３日臨時株主総会特別決議により発行した第３回新株予約権の行使であります。 

  

（注)１．前連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当

たり当期純損失金額であるため記載しておりません。  

２．１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の

算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

該当事項はありません。  

  

（関連当事者情報）

種類 会社等の名
称又は氏名 所在地 

資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％） 

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 

（千円） 科目 期末残高 
（千円） 

役員 染谷 謙太朗 － － 当社取締役 （被所有）   
  直接 0.48 － 新株予約権の

行使（注） 10,660 － － 

（１株当たり情報）

  
前連結会計年度 

（自 平成23年11月１日 
至 平成24年10月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年11月１日 

至 平成25年10月31日） 

１株当たり純資産額 円 787.94 円 823.60

１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純

損失金額（△） 
円 △367.85 円 19.62

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 －円 円 19.11

  
前連結会計年度 

（自 平成23年11月１日 
至 平成24年10月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年11月１日 

至 平成25年10月31日） 

１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純

損失金額（△） 
    

当期純利益金額又は当期純損失金額（△） 

（千円） 
 △557,883  30,104

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益金額又は当期純損失

金額（△）（千円） 
 △557,883  30,104

期中平均株式数（株）  1,516,618  1,534,516

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

当期純利益調整額（千円） － － 

普通株式増加数（株） －  41,119

（うち新株予約権（株）） －  (41,119)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金額の算定に含めなかった潜在

株式の概要 

  

――――――― 

  

――――――― 

（重要な後発事象）
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５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成24年10月31日) 

当事業年度 
(平成25年10月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,004,875 984,835 

売掛金 170,880 294,660 

仕掛品 17,001 5,663 

前払費用 12,838 11,768 

その他 15,489 9,959 

流動資産合計 1,221,085 1,306,888 

固定資産   

有形固定資産   

建物 63,791 63,791 

減価償却累計額 △15,433 △25,391 

建物（純額） 48,357 38,400 

工具、器具及び備品 92,984 80,128 

減価償却累計額 △69,380 △68,104 

工具、器具及び備品（純額） 23,604 12,023 

有形固定資産合計 71,961 50,424 

無形固定資産   

ソフトウエア 76,274 35,857 

ソフトウエア仮勘定 545 3,902 

特許権 － 1,127 

商標権 325 265 

無形固定資産合計 77,144 41,152 

投資その他の資産   

関係会社株式 52,546 62,039 

敷金及び保証金 91,600 91,600 

長期前払費用 694 208 

その他 474 10 

投資その他の資産合計 145,315 153,858 

固定資産合計 294,421 245,435 

資産合計 1,515,507 1,552,323 
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成24年10月31日) 

当事業年度 
(平成25年10月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 8,444 18,191 

1年内返済予定の長期借入金 38,508 38,475 

未払金 73,200 31,516 

未払法人税等 4,382 20,851 

未払費用 32,264 10,532 

前受金 29,953 73,161 

預り金 8,976 4,572 

その他 － 3,023 

流動負債合計 195,730 200,322 

固定負債   

長期借入金 87,685 49,210 

繰延税金負債 4,949 4,091 

資産除去債務 19,099 19,427 

固定負債合計 111,733 72,729 

負債合計 307,464 273,052 

純資産の部   

株主資本   

資本金 820,325 839,625 

資本剰余金   

資本準備金 768,995 788,295 

資本剰余金合計 768,995 788,295 

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 △381,277 △348,648 

利益剰余金合計 △381,277 △348,648 

株主資本合計 1,208,042 1,279,271 

純資産合計 1,208,042 1,279,271 

負債純資産合計 1,515,507 1,552,323 
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（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成23年11月１日 
 至 平成24年10月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年11月１日 

 至 平成25年10月31日) 

売上高 855,085 1,049,907 

売上原価 272,010 290,943 

売上総利益 583,074 758,963 

販売費及び一般管理費 ※1, ※2  1,069,449 ※1, ※2  703,461 

営業利益又は営業損失（△） △486,374 55,502 

営業外収益   

受取利息 273 208 

為替差益 8,580 21,675 

その他 100 339 

営業外収益合計 8,954 22,222 

営業外費用   

支払利息 1,730 1,373 

営業外費用合計 1,730 1,373 

経常利益又は経常損失（△） △479,150 76,351 

特別損失   

事業構造改善費用 ※3  54,067 － 

特別損失合計 54,067 － 

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △533,217 76,351 

法人税、住民税及び事業税 9,146 44,580 

法人税等調整額 16,013 △857 

法人税等合計 25,160 43,723 

当期純利益又は当期純損失（△） △558,377 32,628 
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 （注）※１．主な内訳は次のとおりであります。 

※２．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

  

売上原価明細書

    
前事業年度 

（自 平成23年11月１日 
至 平成24年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成24年11月１日 

至 平成25年10月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 労務費    354,009  54.4  266,529  55.9

Ⅱ 外注費    107,422  16.5  39,648  8.3

Ⅲ 経費 ※１  188,922  29.1  170,944  35.8

当期総製造費用    650,354  100.0  477,121  100.0

期首仕掛品たな卸高    239        17,001      

合計    650,594        494,123      

期末仕掛品たな卸高    17,001        5,663      

他勘定振替高 ※２  390,439        218,734      

当期製品製造原価    243,153        269,724      

ソフトウェア償却費    28,857        21,219      

当期売上原価    272,010        290,943      

  原価計算の方法 原価計算の方法 

   原価計算の方法は、実際個別原価計

算を採用しております。 

 同左 

項目 
前事業年度 

（自 平成23年11月１日 
至 平成24年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成24年11月１日 

至 平成25年10月31日） 

支払手数料（千円）  19,354  9,171

減価償却費（千円）  66,237  44,205

地代家賃（千円）  48,444  53,711

旅費交通費（千円）  23,279  31,137

項目 
前事業年度 

（自 平成23年11月１日 
至 平成24年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成24年11月１日 

至 平成25年10月31日） 

研究開発費（千円）  344,186  195,526

ソフトウェア仮勘定（千円）  27,849  11,732

営業費（千円）  18,403  11,474

合計（千円）  390,439  218,734
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成23年11月１日 
 至 平成24年10月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年11月１日 

 至 平成25年10月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 791,315 820,325 

当期変動額   

新株の発行 29,010 19,300 

当期変動額合計 29,010 19,300 

当期末残高 820,325 839,625 

資本剰余金   

資本準備金   

当期首残高 739,985 768,995 

当期変動額   

新株の発行 29,010 19,300 

当期変動額合計 29,010 19,300 

当期末残高 768,995 788,295 

資本剰余金合計   

当期首残高 739,985 768,995 

当期変動額   

新株の発行 29,010 19,300 

当期変動額合計 29,010 19,300 

当期末残高 768,995 788,295 

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

当期首残高 177,100 △381,277 

当期変動額   

当期純利益又は当期純損失（△） △558,377 32,628 

当期変動額合計 △558,377 32,628 

当期末残高 △381,277 △348,648 

利益剰余金合計   

当期首残高 177,100 △381,277 

当期変動額   

当期純利益又は当期純損失（△） △558,377 32,628 

当期変動額合計 △558,377 32,628 

当期末残高 △381,277 △348,648 

株主資本合計   

当期首残高 1,708,400 1,208,042 

当期変動額   

新株の発行 58,020 38,600 

当期純利益又は当期純損失（△） △558,377 32,628 

当期変動額合計 △500,357 71,228 

当期末残高 1,208,042 1,279,271 

純資産合計   

当期首残高 1,708,400 1,208,042 

当期変動額   

新株の発行 58,020 38,600 

当期純利益又は当期純損失（△） △558,377 32,628 

当期変動額合計 △500,357 71,228 

当期末残高 1,208,042 1,279,271 
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該当事項はありません。  

  

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

関係会社株式 

 移動平均法による原価法を採用しております。 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 仕掛品 

 個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を

採用しております。 

３．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）  

  定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については定額法）を採用し

ております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

 建物         ８～20年 

 工具、器具及び備品  ４～15年  

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

ソフトウエア 

 定額法を採用しております。 

 なお、市場販売目的のソフトウェアについては、見込販売期間（３年以内）における見込販売収益に基

づく償却額と販売可能な残存有効期間に基づく均等配分額を比較し、いずれか大きい金額を計上しており

ます。自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年以内）に基づく定額法によ

っております。 

商標権 

 定額法を採用しております。 

特許権 

 定額法を採用しております。 

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年10月31日以前のリ

ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており 

ます。 

５．引当金の計上基準 

貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上することとしております。なお、貸倒実績及

び貸倒懸念債権等特定の債権がないため、当事業年度において貸倒引当金は計上しておりません。 

６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

  

(4)個別財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

（重要な会計方針）
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（減価償却方法の変更） 

 当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産について、改正

後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。これによる損益に与える影響は軽微であります。 

  

  

前事業年度（平成24年10月31日） 

 該当事項はありません。 

  

当事業年度（平成25年10月31日） 

 該当事項はありません。  

  

  

※１ 販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度が ％、当事業年度が ％、一般管理費に属する費

用のおおよその割合は前事業年度が ％、当事業年度が ％であります。  

   販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

(表示方法の変更) 

「地代家賃」は、販売費及び一般管理費の合計額の100分の５を超えたため、当事業年度より主要な費目として表示

しております。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度におきましても主要な費目として表示しておりま

す。 

  

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる研究開発費 

   

※３（前事業年度）  

事業構造改善費用の主な内容は、希望退職者募集に伴う特別退職金等であります。  

  

  

前事業年度（自 平成23年11月１日 至 平成24年10月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はありません。 

  

当事業年度（自 平成24年11月１日 至 平成25年10月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はありません。 

  

（会計方針の変更）

（貸借対照表関係）

（損益計算書関係）

13 15

87 85

  
前事業年度 

（自 平成23年11月１日 
至 平成24年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成24年11月１日 

至 平成25年10月31日） 

役員報酬 千円 94,906 千円 78,290

給与手当  254,416  126,197

支払報酬  102,368  83,756

研究開発費  344,186  195,526

減価償却費  16,676  12,040

地代家賃  48,476  45,156

前事業年度 
（自 平成23年11月１日 

至 平成24年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成24年11月１日 

至 平成25年10月31日） 

千円 344,186 千円 195,526

（株主資本等変動計算書関係）
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（借主側） 

１．ファイナンス・リース取引 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

① リース資産の内容 

有形固定資産 

本社における什器備品であります。 

② リース資産の減価償却の方法 

 重要な会計方針「３．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。 

  

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年10月31日以前

のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次

のとおりであります。 

  

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

  

  

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

  

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

  

（リース取引関係）

  （単位：千円）

  
前事業年度（平成24年10月31日） 

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額 

工具、器具及び備品  7,846  7,846 － 

合計  7,846  7,846 － 

  （単位：千円）

  
当事業年度（平成25年10月31日） 

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額 

工具、器具及び備品 － － － 

合計 － － － 

  （単位：千円）

  
前事業年度 

（平成24年10月31日） 
当事業年度 

（平成25年10月31日） 

未経過リース料期末残高相当額   

１年内  141 － 

１年超  － － 

合計  141 － 

  （単位：千円）

  
前事業年度 

（自 平成23年11月１日 
至 平成24年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成24年11月１日 

至 平成25年10月31日） 

支払リース料  1,700  141

減価償却費相当額  1,569 － 

支払利息相当額  32  0
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(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

  

(5）利息相当額の算定方法  

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては利息法によっております。 

  

  

 関係会社株式（当事業年度の貸借対照表計上額は、関係会社株式 千円、前事業年度の貸借対照表計上額は、

関係会社株式 千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載して

おりません。 

  

  

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳 

   

  

（有価証券関係）

62,039

52,546

（税効果会計関係）

  
前事業年度 

（平成24年10月31日） 
 

当事業年度 
（平成25年10月31日） 

繰延税金資産   

未払事業税 千円403   千円5,192

税務上の収益認識  13,467    132,670

減価償却超過額  67,451    124,098

資産除去債務  6,806    6,923

繰越欠損金  210,517    59,643

その他  14,675    12,049

繰延税金資産小計  313,322    340,578

 評価性引当額  △313,322    △340,578

繰延税金資産合計  －   － 

 繰延税金負債との相殺 －   － 

繰延税金資産の純額  －   － 

繰延税金負債       

資産除去費用  4,949    4,091

繰延税金負債合計  4,949    4,091

 繰延税金資産との相殺 －   － 

繰延税金負債の純額  4,949    4,091

  
前事業年度 

（平成24年10月31日） 
 

当事業年度 
（平成25年10月31日） 

法定実効税率 ％ 40.7 ％ 38.0

（調整）       

交際費等永久に損金に算入されない項目  △0.4    0.6

住民税均等割  △0.6    4.4

評価性引当額の増減  △36.4    20.3

税率変更による評価性引当額の増減  △7.1    0.9

試験研究費の特別控除 －    △7.8

その他  △0.8    0.7

税効果会計適用後の法人税等の負担率  △4.7    57.3
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該当事項はありません。  

  

  

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの 

１．当該資産除去債務の概要 

 本社事務所の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。 

  

２．当該資産除去債務の金額の算定方法 

 使用見込期間を取得から15年と見積り、割引率は1.492％～1.706％を使用して資産除去債務の金額を計算して

おります。 

  

３．当該資産除去債務の総額の増減 

  

  

（企業結合等関係）

（資産除去債務関係）

  

前事業年度 

（自 平成23年11月１日 

  至 平成24年10月31日） 

当事業年度 

（自 平成24年11月１日 

  至 平成25年10月31日） 

 期首残高 千円 20,379 千円 19,099

 有形固定資産の取得に伴う増加額 － － 

 時の経過による調整額 千円 328 千円 328

 資産除去債務の履行による減少額 千円 △1,608 －千円 

 期末残高 千円 19,099 千円 19,427
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 （注）１．前事業年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり

当期純損失金額であるため記載しておりません。  

２．１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の

算定上の基礎は、以下のとおりであります。  

  

  

該当事項はありません。  

  

① 代表取締役の異動 

該当事項はありません。 

② その他の役員の異動  

該当事項はありません。  

  

(2)その他 

該当事項はありません。  

（１株当たり情報）

  
  

  

前事業年度 
（自 平成23年11月１日 

至 平成24年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成24年11月１日 

至 平成25年10月31日） 

１株当たり純資産額 円 銭 788 13 円 銭 817 95

１株当たり当期純利益金額又は１株当たり

当期純損失金額(△)  
円 銭 △368 17 円 銭 21 26

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額  ― 円 銭 20 71

  
前事業年度 

（自 平成23年11月１日 
至 平成24年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成24年11月１日 

至 平成25年10月31日） 

１株当たり当期純利益金額又は１株当たり

当期純損失金額(△) 
    

当期純利益又は当期純損失(△)（千円）  △558,377  32,628

普通株主に帰属しない金額（千円）  － － 

普通株式に係る当期純利益又は当期純損

失(△)（千円） 
 △558,377  32,628

期中平均株式数（株）  1,516,618  1,534,516

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

当期純利益調整額（千円）  － － 

普通株式増加数（株）   －  41,119

 （うち新株予約権）（株） （ ） － （ ） 41,119

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

  

――――― 

  

――――― 

（重要な後発事象）

６．その他

(1)役員の異動

㈱モルフォ（3653） 平成25年10月期 決算短信(連結)

- 43 -


